
当財団は、長年にわたって培った豊富な経験と技術力を生かし、公正・中立な立場で、

第三者審査・検査などの信頼あるサービスを提供しております。

【既存建築物のガイドライン調査の主な目的】

当財団では国土交通省が定めた「検査済証のない建築物に係る指定確認検査機関を活用した

建築基準法適合状況調査のためのガイドライン（以下、「ガイドライン」という）」に基づき、

既存建築物における建築基準法への適合状況調査を行っております。

ガイドライン調査は以下のような活用方法を想定しております。

・検査済証のない建築物の増改築や用途変更に伴う確認申請手続き等の基礎資料

・検査済証のない建築物の耐震診断における既存不適格建築物であることの根拠資料

【ガイドライン調査の対象建築物】

・延べ面積が 500 ㎡を超える建築物 ほか

【ガイドライン調査の手順 ※】

※「検査済証のない建築物に係る指定確認検査機関を活用した建築基準法適合状況調査のためのガイドライン」より

「検査済証のない建築物」でお困りのことはございませんか？

ガイドライン調査（検査済証のない建築物の建築基準法適合状況調査）のご案内

（対象建築物の詳細につきましては、当財団ホームページの確認検査業務規程をご覧ください。）
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●お問い合わせ窓口

本部確認検査部  中村 ・ 角田

  TEL : 03-5283-0469

大阪事務所  増田 ・ 横山(士朗)

  TEL : 06-6264-7731
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図書を当財団へ提出依頼

≪お客様≫

② 建築士により作成された図書（①の結果＋図面等）を当財団に

提出していただきます。

③  当財団にご提出頂いた図書に基づき、建設時の建築基準法に

適合している事を図上調査いたします。

④  当財団の職員が図書に基づき、現地調査をいたします。

⑤  ③・④に基づき、報告書を作成いたします。

 お客様より建築士に建築基準法の適合状況をご相談ください。


